
ネイチャーポジティブ実現のための展望と課題—法政策の視点から

一社 自然環境共生技術協会 周年記念シンポジウム「
ネイチャーポジティブに向けて自然環境共生技術が果たす役割」

年 月 日 航空会館

西南学院大学 勢一 智子

さくらの滝＠清里町



略歴2

 勢一 智子（せいいち ともこ）

 西南学院大学 法学部 教授

 山口県下関市出身。専門分野は，行政法，環境法，地方自治法。
比較法として，ドイツ法・ 法。

 行政実務との関わり：環境省（中央環境審議会等），内閣府（地
方分権改革有識者会議，等），復興庁（復興推進委員会），総務
省（国地方係争処理委員会，地方制度調査会，地方財政審議会
等），地方では，福岡県，福岡市，北九州市，滋賀県，長崎県，
横浜市，神戸市，松本市，宮崎市などで審議会等に携わっている。



「ネイチャーポジティブ」とは

■「生物多様性の損失を止め、反転させること」
■ 年 月に採択された生物多様性に関する新たな世界目標の 年ミッ

ションとしてこの考え方が盛り込まれた

■「今までどおり」のシナリオでは、
生物多様性は損失し続ける

■ 年以降には生物多様性の純増加
につながる可能性がある

✓これまでの自然環境保全の取組
（生態系の保全・回復、汚染・外来種・乱獲対策等）

＋
✓様々な分野の連携

（気候変動対策、持続可能な食糧生産、消費と廃棄物削減等）

＜環境省提供資料より作成＞
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「ネイチャーポジティブ」とは

 「自然再興」＝「生物多様性の損失を止め，反転させること」

 法令に規定はない →概念・所管の不在

 国家戦略（行政計画）において提示

 誰が何をするのか？ →法政策として大きな関心事
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本報告の全体像

 「ネイチャーポジティブ」という新たなスタート地点：現在地

 生物多様性をめぐる法政策のパラダイムシフト＝展望と課題

 「主流化」

 「経済化」

 「地域化」

 ネイチャーポジティブ実現に向けて：法政策の視点から
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生物多様性の「主流化」

 社会に不可欠な基盤としての意識化 →生態系サービス，自然資本
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生物多様性国家戦略 の構成

第 部 行動計画

年に向けた目標：ネイチャーポジティブ（自然再興）の実現

基本戦略１
生態系の健全性

の回復

基本戦略２
自然を活用した
社会課題の解決
（ ）

基本戦略４
生活・消費活動
における生物多
様性の価値の
認識と行動

基本戦略３
ネイチャー

ポジティブ経済
の実現

基本戦略５
生物多様性に係る
取組を支える基盤
整備と国際連携の

推進

年ビジョン『自然と共生する社会』第 部 戦略

状
態
目
標

基
本
戦
略

関
連
施
策

５つの基本戦略の下に ある行動目標ごとに、関係府省庁の関連する施策を掲載

「 年自然共生社会」「 年ネイチャーポジティブ」の実現に向け、
５つの基本戦略、基本戦略ごとの状態目標（あるべき姿）・行動目標（なすべき行動）、関連施策を各
行動目標に紐づけることで、戦略全体を一気通貫で整理するとともに、進捗状況を効果的に管理

状態目標（３つ）
・生態系の規模と質の

増加

・種レベルでの絶滅リ
スク低減

・遺伝的多様性の維持

状態目標（３つ）
・生態系サービス向上
・気候変動とのシナ

ジー・トレードオフ
緩和

・鳥獣被害の緩和

状態目標（３つ）
・ 投融資推進
・事業活動による生物

多様性への配慮
・持続可能な農林水産

業の拡大

状態目標（３つ）
・価値観形成
・消費活動における配

慮
・保全活動への参加

状態目標（３つ）
・データ利活用・様々

な主体の連携促進

・資金ギャップの改善
・途上国の能力構築等

の推進

行動目標（６つ）
・
・自然再生

・汚染、外来種対策
・希少種保全

等

行動目標（５つ）
・自然活用地域づくり
・再生可能エネルギー導

入における配慮
・鳥獣との軋轢緩和

等

行動目標（４つ）
・企業による情報開示

等の促進

・技術・サービス支援
・有機農業の推進

等

行動目標（５つ）
・環境教育の推進
・ふれあい機会の増加

・行動変容
・食品ロス半減

等

行動目標（５つ）
・基礎調査・ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞ
・ﾃﾞｰﾀ・ﾂｰﾙの提供

・計画策定支援
・国際協力

等

行
動
目
標
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目標（基本戦略 ）

• 年までに陸と海の ％以上を保全する新たな世界目標

が重要と指摘
する国内外の研究報告

• 世界の陸生哺乳類種の多くを守るために、既存の
保護地域を総面積の まで拡大が必要

• 日本の保護地域を まで効果的に拡大すると
生物の絶滅リスクが３割減少する見込み

など

健全な生態系の回復、
豊かな恵みを取り戻す

• 気 候 変 動：緩和、適応に貢献
• 災害に強く恵み豊かな自然：

国土の安全保障の基盤
• 花粉媒介者：国内で年 億円の実り
• 森林の栄養：河川を通して海の生産性を向上
• 観光や交流人口の増加などの地域づくり

様々な効果

＜環境省提供資料より作成＞
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脱炭素
適応

いやし

食

農山村

健康

循環経済

適切な再エネ配
置による景観確
保

再エネと共有地
管理のシナジー

森林による二酸化炭
素吸収・炭素貯蔵 草原管理の炭素貯留

湿地による
水災緩和

水田の地下水涵養

森林の地下水涵養

ツーリズム振興

レジャーによ
る健康増進

ワーケーショワーケーショ
ン
ワーケーショ
ン
ワーケーショワーケーショワーケーショ
ン 交流人口増ンンンンンン 交流人口増交流人口増
加

野生ハナバチの送粉
サービス等生産性の維
持

屋敷林による防災効果

緑地の冷涼化緑地の冷涼化
効果

身近な自然・か
らもたらされる
共生菌の免疫系
への寄与

海林、岸サンゴ礁等によ
る高潮や津波の被害軽減

海洋生態系（藻場
等）によるブルー
カーボンの蓄積

深海の海底に貯留さ
れた炭素の維持

陸域生態系の栄養塩
による漁業資源涵養

多様な森林ｰ河川ｰ海洋
生態系の維持による
供給サービスの維持

干潟生態系の水質浄化

加加加加加加加加加加
農地による
雨水貯留

複層的な植被複層的な植被
による雨水流による雨水流による雨水流
の緩和
による雨水流による雨水流
の緩和の緩和
による雨水流による雨水流による雨水流による雨水流による雨水流による雨水流
の緩和 水循の緩和の緩和
環

バイオマス資源によ
る化石資源の代替

工場緑地によ工場緑地によ
る清浄な空気

自然豊かな

農山漁村

自然の少ない

都市

や
による

連携

バイオマス資源によ

水田の地下水涵養

る化石資源の代替

自然豊かな

農山漁村
や

バイオマス資源によ

水田の地下水涵養

る化石資源の代替

自然豊かな

農山漁村 水田の地下水涵養

る化石資源の代替

自然豊かな

農山漁村

◆自然資源
生態系サービス

サービス等生産性の維

レジャーによ

サービス等生産性の維サービス等生産性の維

◆資金・人材
等の提供

脱炭素
適応適応

ツーリズム振興

◆資金・人材

海林
る高潮や津波の被害軽減

による漁業資源涵養

供給サービスの維持供給サービスの維持

雨水貯留

礁等によ

の緩和の緩和の緩和の緩和 水循水循水循水循水循水循

森

農山村

屋敷林による防災効果

里

川

海

土地管理によ土地管理によ土地管理によ
る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管る鳥獣保護管
理の推進

＜環境省提供資料より作成＞
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「主流化」の課題

 「主流」としての「自覚」

 法体系・政策の縦割り構造の解消

 持続的展開の体制構築 →「経済化」
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生物多様性の経済化：
市場経済メカニズムにおける生物多様性

 経済における環境の主流化

転機としての 年：持続可能な開発目標（ ）＋ パリ協定

気候関連財務情報開示タスクフォース（ ）による脱炭素の非財務的価値化と

ディスクロージャー

 生物多様性に関わる企業の価値創造

年 月 自然関連財務情報開示タスクフォース（ ）による最終提言

 ネイチャーポジティブ経済へ

生物多様性国家戦略・基本戦略 「ネイチャーポジティブ経済の実現」

環境省／農林水産省／経済産業省／国土交通省「ネイチャーポジティブ経済移行戦略：

自然資本に立脚した企業価値の創造」（ 年 月 日）
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経済界による自主的取り組み：経団連

 年 経団連地球環境憲章

 年 経団連自然保護協議会・経団連自然保護基金の設立

 年 経団連生物多様性宣言・行動指針（ 年改定）

 経団連生物多様性宣言イニシアチブ（ 年 月現在： 社・団体）

 経団連自然保護協議会・ 年ネイチャーポジティブに向けたアクションプラン
（ 年 月）

 年 月 経団連組織体制：教育・自然保護本部の新設

12



企業活動と生物多様性の関わり

＜環境省「事業者のための生物多様性民間参画ガイドライン（第3版）」22頁＞
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経済活動と生物多様性をつなぐ法制度

 への期待と自然共生サイト

年までに陸域・海域の 以上を保全する国際目標

（現状：陸域 ，海域 ）

保護地域以外で生物多様性保全に資する地域（ ）の拡大へ

→ 年〜 年 自然共生サイト 計 件の大臣認定

 地域生物多様性増進法の制定

14
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経済活動と生物多様性をつなぐ法制度
特色と課題

 法的な認証制度による価値付けと制度的担保

自然共生サイト制度：任意認定，区域認定

法認定：活動計画の認定 ただし「場所と紐付いた活動」

 認定対象の多様化によるメリットと課題

法認定：

生物多様性の「維持」・「回復」・「創出」

 認定へのインセンティブ

17

認定対象の多様化によるメリットと課題

＜環境省提供資料より作成＞



生物多様性維持協定（ 条～ 条）18

土地所有者

生物多様性維持協定
～～活動活動活動活動活動の

生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定
ののの継続性
生物多様性維持協定

・
生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定

安定性
生物多様性維持協定

の
生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定

のの確保確保確保確保確保へ確保確保へへへ確保へ確保確保へ確保 ～継続性継続性継続性継続性継続性継続性・・安定性安定性安定性安定性安定性安定性安定性安定性安定性の
生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定生物多様性維持協定

市町村

活動実施者

⚫ 認定連携市町村は、認定連携増進活動実施計画の実施のため必要があると認めるときは、認定連携
活動実施者及びその認定連携増進活動実施計画に係る区域（海域を除き、生物の多様性が維持
されている区域に限る。）内の土地の所有者等と協定を締結して、当該土地の区域内の連携地域生
物多様性増進活動を行うことができるものとする。

⚫ 生物多様性維持協定は、協定区域内の土地の所有者等の全員の合意を得なければならない。
⚫ 認定連携市町村による公告のあった協定は、その公告のあった後において協定区域内の土地の所有者
等となった者（相続人等）に対しても、その効力があるものとする。

土地の所有者等の協力が活動の継続に不可欠であることを踏まえ、市町村が作成
した「連携計画」に基づき、長期安定的に活動を実施するための協定制度を設ける。

・承継効
・相続税の評価減

＜環境省提供資料より作成＞



支援マッチング・支援証明書制度

◼ 環境省において、支援を必要とする「自然共生サイト」等と、それらの活動への支援を希望する
方（企業等）とのマッチング促進を行うため、マッチングサイトを立ち上げた。

◼ また、「自然共生サイト」等への支援を行う方に対するインセンティブ措置として「自然共生サ
イトに係る支援証明書」制度を構築しており、2024年9月から試行運用を実施中。

自然共生サイト等

支援を希望する方

マッチング
ページ

マッチング

環境省

事務局

支援証明書

申請

<環境省資料より作成＞
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「経済化」の課題

 グローバル市場標準の経済的インセンティブ

 多様な企業に響く評価システム・制度

 地域（ローカル）とつながるネットワークの形成 →「地域化」
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法制度間連携の視点21

<https://tsunag-mlit.com/tsunag/abstraction>



生物多様性の「地域化」

 人口減少社会を受け止める

地域の変化 →資源制約，地域ごとの多様性

地域資源の再評価（自然資源，人的資源，地域インフラ，財源…）

 自然生態系のロジックで考える

人為的区画からの脱却

政策・制度体制を自然生態系に合わせる →「広域」・「連携」

シナジー（ ）を狙う
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2008

2020

2010 2015 ,2015 2020

＜出典：第33次地方制度調査会第1回専門省委員会資料＞
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生物多様性地域戦略

「都道府県及び市町村は，生物多様性国家戦略を基本として，単独又
は共同により，当該都道府県又は市町村の区域内における生物の多様
性の保全及び持続可能な利用に関する基本的な計画（以下「生物多様
性地域戦略」という。）を定めるよう努めなければならない。」
（生物多様性基本法13条1項）

「都道府県及び市区町村が単独で策定するほかに，流域や生態系ネットワーク，生態
系サービスを享受する範囲，地域循環共生圏，世界自然遺産，国立公園なと生゙物多様
性による相互のつながりが大きい複数の都道府県及び市区町村が共同て策゙定すること
も可能です。また，都道府県と市区町村が共同で地域戦略を策定することも可能で
す。共同策定は，個々の地方公共団体にとっての負荷軽減の他，単独の地方公共団体
では解決できな い課題へのアプローチが可能になるといった効果もあります。」
（ 環境省「生物多様性地域戦略策定の手引き（令和５年度改定版）」 ）

24



環境法令に基づく計画等の一体策定及び共同策定について（抄）                                        
（令和５年３月17日環境省大臣官房総合環境政策統括官通知）

※1：R4.3.31付で通知済み
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生物多様性地域戦略の共同策定イメージ26

＜出典：環境省「生物多様性地域戦略策定の手引き（令和５年度改定版）」＞



27

＜https://www.soumu.go.jp/main_content/000945897.pdf＞



地域循環共生圏のシナジー28

＜出典：環境省Website＞

各地域がその特性を生かした強みを発揮
→地域資源を活かし，自立・分散型の社会を形成
→地域の特性に応じて補完し，支え合う ⇒「農山漁村も都市も活かす」 圏域

「第5次環境基本計画」
（2018年4月）で提唱



再度「ネイチャーポジティブ」とは

 ネイチャーポジティブ≠最終目的

 ネイチャーポジティブの実現によって…

自然資本が持続的に維持 ＋ 生態系サービスの継受 など

 ランドスケープアプローチへの期待と難易度

暮らし・まちのあり方 →地域のカタチと自然の恵みを後世へつなぐ

 誰が何をするのか？ → 現世代の責任として

29



ご清聴ありがとうございました。

Thank you for your attention.

Vielen Dank für Ihre Aufmerksamkeit.

30

Thank you for your attention.




